

















Research about wood use in a public building in Fukushima Prefecture
−The trend of the wood use and future’s view−
In Fukushima Prefecture, the use of timber in public buildings has increased and is 
changing. The user himself experienced the effectiveness of the environmental, psychological 
and physical aspects of wooden construction. Therefore, it is estimated that the improvement of 
habitability by wooden construction is widely known.
However, there is still a tendency that maintenance related to durability and waterproofing 
of wooden construction and woody is still insufficient. Measures to ease maintenance and reduce 
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５．公共建築物のメンテナンスついて
　公共建築物のメンテナンスについては、地元業者が「携わっている」72．2％、「携わってい
ない」27．8％であった。建設時に地元業者が携わっていることから、メンテナンスについても
引き続き同業者が携わっているものと推察される。
　メンテナンスの期間について「長い」は51．7％で、約3年から5年毎、「短い」は42．9％で、
1年毎にメンテナンスをしている、との回答が得られた。また、メンテナンスのコストについ
ては、「高い」67．9％、「安い」14．3％、「その他」17．9％で、「高い」と回答している割合が過
半を占めている。メンテナンスのしやすさについては、「しにくい」56．7％、「しやすい」36．
7％、「その他」6．7％であった。経年劣化に対する再塗装や防水処理を広範囲に施すには、業
者へ依頼する必要性があり、自己メンテナンスが行える範囲が限られること、また、定期的な
メンテナンスによる経済的負担がメンテナンス「しにくい」と感じさせる要因となっているも
のと推測する。
６．福島県の森林状況と木材利用推進の展望
　福島県における木材利用を推進するためには、同県の森林状況を把握し、推進のための取り
組みや今後の展望について把握することも不可欠であると考える。とりわけ東日本大震災以降、
同県は風評により経済的被害を受けた経緯があることから、同県農林水産部林業振興課にヒア
リング調査を実施した。ヒアリング調査の内容は同県における森林の放射線量や除染状況、県
産材利用促進に関する取り組み等についてである。
　同県では東京電力福島第一原子力発電所の事故から現在まで、森林における空間線量を計測
しており、その結果を視覚的に分かりやすくマップで公表している。継続的な計測の結果、森
林内の空間線量率は年々減少していることが確認されている。しかしながら、林業産出額は震
災前の水準には回復していないのが現状である。
　森林の除染については環境省が中心となり、生活環境における空間線量の低減のため、住居
等の近縁の森林を対象に、林縁から20mを目安に落葉の除去等を行っている。また、福島県産
製材品については、2011年より県産材を製材・出荷している工場を対象に、表面線量（単位
cpu）を測定している。このような状況のもと、公共建築物の木造率については、2016年では
建物全体で19．2％、低層（3階建以下）では31．4％まで増加しており、2017年の県内における
国産材自給率は89．9％、県産木材自給率は60．8％となっている。国の補助金を利用して、県内
で公共建築物を建設する際には、県産材を一定割合以上使用することを要件としているところ
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もあり、県および市町村が整備する公共建築物における県産材の利用割合は高いものと推察さ
れる。
　県産材利用については、国補助金や県森林環境税を活用して、公共および民間施設の構造、
内装、什器の導入や新規製品の開発支援、木質バイオマスボイラの導入支援などにより、資材
やバイオマス利用などを進めてきており、同県では今後も引き続きこれらの取り組みを支援し
ていくとともに、より幅広く建築物件や什器等へ県産木材が利用されるよう、事業者が行う首
都圏や海外への商談や展示会等の販路拡大活動を支援していきたい、とのことであった。
　公共建築物の木造化については、CLT注2）等新たな木材利用技術の開発や建築基準法の緩和
により、大規模、高層の建築物を木造化することが可能になりつつあるため、先駆的な事例を
増やしていくとともに、民間事業者が建築する公共施設（学校、駅など）への木材活用事例を
増やしていきたい、とのことであった。しかしながら、一方では中・大規模木造建築物をてが
けることのできる設計技術者が不足している現状もあることから、中・大規模木造建築物をて
がけることができる技術者を養成することも必要であると考える。また、中・大規模木造建築
物に使用される木材は、物件毎の受注生産となる場合があり、納期・コスト共にかかり増しに
なっていることから、部材企画を標準化することが望まれる。
７．まとめ
　本研究は、福島県における公共建築物の木材利用の動向と木造・木質化に対する施設利用者
（管理者）の意識について分析し、同県の公共建築物における木造・木質化の推移と施設利用
者（管理者）の意識や問題点を把握することで、同県の木材利用の動向と今後の展望について
考察しようとするものである。調査の結果、次のことが明らかとなった。
1）県産材を活用した公共建築物の木造・木質化は、2011年を境に年々増加傾向にあり、
2015年以降は減少するものの一定に推移していることから、同県における公共建築物の木
造・木質化の積極的な取り組みがうかがえる。近年では内装の木質化が着実に増加しており、
特に幼稚園を含む児童福祉施設の木造・木質化が圧倒的に多く進められている。
2）建築物の木造・木質化は人の視覚、嗅覚、触覚などの五感に影響を与え、温かさや明るさ
などの環境面における効果のほか、精神面においても有効であることが示された。また、足
への負担を軽減するといった身体面における有効性も示唆された。
3）「内装」の木質化については、肯定的な回答が多い一方、水廻り、窓枠、サッシ、床につ
いて「非木質化が良かった」という否定的な回答も得られた。
4）外装の木造・木質化については肯定的な回答が得られた一方、「耐久性が心配」、「管理が
大変」、「カビが心配」、「コストがかかる」などの否定的な回答も得られた。「デッキ」、「柱」、
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「外壁」の木質化は見た目が良いほか、子どもが転んでも安心などの理由から肯定的な回答
が得られたが、耐久性や結露、雨水による影響、紫外線等による劣化などの理由により、否
定的な回答も見受けられたことから、雨仕舞を確実に行い、防水処理を定期的に行う必要が
あるものと考える。
5）公共建築物のメンテナンスについては、コストが高くメンテナンスしにくいと回答してい
る割合が過半を占めている。経年劣化に対する再塗装や防水処理を業者へ依頼する必要性や
定期的なメンテナンスによる経済的負担が、木造公共建築物のメンテナンスが「しにくい」
と感じさせる要因となっているものと推測する。
　以上のことから、公共建築物のメンテナンスについては、未だ不十分である傾向も見受けら
れることから、メンテナンスのしやすさとメンテナンスに係る経済的負担を軽減する方策が公
共建築物の木造・木質化を推進するうえで不可欠であるものと考える。また、メンテナンスに
多くの地元業者が携わることができるよう、中・大規模木造建築物を手掛けることのできる設
計技術者の養成や地元業者の雇用の創出につながるような対策が必要であると考える。
　福島県はCLTの施工事例が他県に比して多く、先駆的な事例も多くみられるが、CLTを生
産する県内の企業は今のところ見当たらない。県内で生産されていない木質材料については県
産材の利用が難しいことから、木質材料として県産材を積極的に使用できるような生産面にお
ける設備の強化を図ることで、更なる県産木材の利用促進が期待できるものと推察する。公共
建築物に限らず、県産材を積極的に建築物に活用していくことは、林業・木材産業の振興のた
めにも重要な取り組みである。
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註
注1）建築物の構造耐力上主要な部分に木材を用いることを「木造化」、天井、床、壁等の内装や外壁
等に木材を用いることを「木質化」と定義している。
注2）CLT：クロス（交差）、ラミネイティド（張り合わせる）、ティンバー（木材）の略。木の繊維の
方向が直角に交わるように板材を重ねて接着した大判のパネル。軽くて強度や断熱性に優れる。
